
令和 3 年度　予算施策評価表
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6,409,602 646,897 74,490 5,688,2154年度当初予算

5,738,340 5,991,310 41,14087,8966,388,647 562,411

103.1%
100.8%

92

％ 千　円

指標の種類
(ｽﾄｯｸ/ﾌﾛｰ)

フロー
指標の種類
(ﾌﾟﾗｽﾏｲﾅｽ)

＋

事業費
（決算）県費

人件費

成果指標名（目標の達成度合いを示す指標）

計画

指　標　・　事　業　費 ・ 人 件 費　の　推　移

選 択 理 由

成果指標B

計画実績

成果と指標
の関係 強

指標の種類
(ｽﾄｯｸ/ﾌﾛｰ)

3661

成果と指標
の関係

成果指標A

連 絡 先

達成率

こ れ ま で の 取 組 み

　保育対策については、通常保育に加え、一時預かりなど多様な保育ニーズに対応した支援を行うとともに、保育士等の育成に努めている。
　また、児童の健全育成については、「えひめこどもの城」を中核として、県内児童館の整備促進や活動強化に努めるとともに、仕事と子育ての両立支援の面からも重要
で、住民ニーズの高い放課後児童クラブの設置促進を図っている。
　さらに、市町や子育て支援団体、企業等が相互に連携を図り、出産や育児に対する子育て中の親の不安感・負担感の軽減等に努めるなど、地域全体で子育て家庭を
支援する社会づくりの実現に積極的に取り組んでいるところ。
　なお、県では、次世代育成支援対策推進法に基づく行動計画でもある「第２期　えひめ・未来・子育てプラン（後期計画：Ｒ2～Ｒ6）」を令和２年３月に策定し、本プランに
基づき、子どもたちが夢を持って自分らしく成長できるための環境の整備を進めている。
　・えひめ・未来・子育てプラン（前期計画：H18～H21）（後期計画：H22～H26）
　・第２期　えひめ・未来・子育てプラン（前期計画：H27～H31）（後期計画：Ｒ2～R6）

子育て支援課担 当 部 局 名

施 策 の 内 容

施 策 の 目 標

保健福祉部 生きがい推進局

保育サービスの充実、児童の健全育成、ネットワークづくり等による地域全体で子育てを支援する体制の整備

事業費（予算）

達成率 予算計 国費 その他

93.5%
97.8%

人

施 策 名

区分

地域全体での子育て支援体制の確立と充実

強

算 定 方 法

評 価 責 任 者 課長　村田　純一郎

地域子育て支援拠点事業施設数
　（第２期えひめ・未来・子育てプランの目標数値）

放課後児童クラブの登録児童数
　（第２期えひめ・未来・子育てプランの目標数値）

子育てに関する助言相談や親同士の交流の場である拠点整備が重要であるた
め。

選 択 理 由 学童の子育て環境づくりでは、放課後児童クラブへのニーズが高く、また、県内全域を
十分にカバーできていないため。

算 定 方 法　子育てプランの目標数値を設定
　　（第２期えひめ・未来・子育てプランの目標数値）

子育てプランの目標数値を設定
　　（第２期えひめ・未来・子育てプランの目標数値）

hf08
予 算 施 策
コ ー ド

単　位

3年度

箇所

92

93 87

92

4年度　目標値 92

2年度 90 57,474 5,812,044 6,568,872 46,019

94.7%

16478
15169

元年度

90

最終目標

14920 15041

97.8% 15319 14514

ストック
指標の種類
(ﾌﾟﾗｽﾏｲﾅｽ)

＋

％
実績

14096 14539 31,995

6,847,907 978,389
6,023,159 306,473 78,390 5,638,296

様式１



2
　県の関与の必要性

　成果指標A

　成果指標B

3

参考：構成事務事業の評価
の平均値

成果動向

　平成27年度からスタートした子ども・子育て支援新制度のもと、市町が実施する「地域子育て支援事業」については、国1/3、県1/3、市町1/3の負担
割合が定められており、県として積極的に支援する必要がある。
　また、放課後児童クラブについては、登録児童数の増加に伴う大規模クラブの分割、全国的に低い校区設置率の改善など、安心・安全な子育て環
境の整備に向けて、今後も県が積極的に関与していく必要がある。
　さらに、本県の少子化の流れを重く受け止め、地域における子育て支援体制を市町や子育て支援団体、企業、地域社会等と連携を図りながら、
「オール愛媛」体制で積極的に推進していく必要がある。

　本県の子どもに関わる総合的な計画として、令和２年３月に策定した「第２期えひめ・未来・子育てプラン（後期計画）」に基づき、ライフスタイルに応じた多様な子育てニーズへの対応を図るため、
延長保育、一時保育等の保育サービスや放課後児童クラブの拡充など、地域全体で子育てを支援する体制の整備をさらに進めていくとともに、「子ども・子育て支援新制度」の円滑な実施をはじ
め、ハード、ソフト両面における各市町の取組みへの支援を行うこととしている。
　また、結婚や子育ての希望が叶い、すべての子どもが夢を持って、自分らしく成長することができるよう、市町をはじめ子育て支援団体や企業、地域社会等と一体となって、結婚から妊娠・出産・子
育ての「切れ目ない支援」を総合的に推進していくこととしている。

　少子化は、我が国の将来の存立基盤を揺るがしかねない深刻な問題であり、国全体で全力を挙げて取り組む必要があることから、内閣府では令和２年５月に第４次「少
子化社会対策大綱」を策定し、基本的な考え方の一つとして地域の実情に応じた子ども・子育て支援の充実に取り組むこととしており、県においても、事業の実施主体で
ある各市町の取り組みを全面的に支援していくこととしている。
　また、令和２年度を始期とする「第２期えひめ・未来・子育てプラン（後期計画）」に基づき、成果を一つひとつ着実に積み重ねていくこととしている。

成果向上
余地

順調・向上 説
　
明

1.93

成果向上が可能

　本県の放課後児童クラブについては、子育てプランに基づき概ね順調に設置数が増加し、平成22年度には県内全市町に設置されるなど、拡充が
図られている。
　しかしながら、子ども・子育て支援新制度の開始に伴い、対象児童が小学６年生まで拡大されるなど、引き続き利用希望の増加が見込まれるととも
に、市町は各種少子化対策を計画的に取り組んでいるほか、子育て支援団体やＮＰＯ等の活動も活発化していることから、今後も成果の向上が期待
できる。

施 策 の 今 後 の 方 向 性 

成果向上が可能

成果向上
余地

説
　
明

順調・向上成果
動向

　市町が地域のニーズを把握し、ニーズに応じた整備を行うための計画を定め、当該計画に基づき整備が行われることとなっており、今後も成果の向
上が期待できる。

施 策 の 評 価

成果
動向

説
　
明高い

1.78

今 後 予 測 さ れ る
環 境 変 化

横這い
成果向
上余地

成果向上が可能



４－１　事務事業管理シート（評価対象事業）

1 指標動向 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度
最終目標
（R６）

R元年度 R2年度 R3年度 R4年度
成果
動向

2成果低迷している
向上
余地

2一定の成果向上余
地あり

単位 計画 24588 14676 16327 18000 21280 事業費計 1,217,064 1,266,448 1,451,063 1,457,439

実績 13008 4928 8104 国費 0 0 14,774 122,106

達成率 52.90% 33.58% 49.64% その他 0 0 0 0

単位 計画 91 92 92 92 92 県費 1,217,064 1,266,448 1,436,289 1,335,333

実績 87 89 90 事業費計 1,130,770 1,211,280 1,212,957

達成率 95.60% 96.74% 97.83% 国費 0 0 0 方向１

単位 計画 19 19 19 19 その他 0 0 0 方向２

実績 17 18 20 県費 1,130,770 1,211,280 1,212,957 方向３

達成率 89.47% 94.74% 105.26% 人役 0.4 0.4 0.4

人件費 2,723 2,707 2,420

2 指標動向 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 最終目標 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度
成果
動向

3成果横ばい
向上
余地

1成果向上余地が小
さい

単位 計画 234,346 239,965 240,580 234,751 236,082 事業費計 3,039,543 2,971,674 2,903,952 3,016,529

実績 234,557 234,563 228,872 国費 0 0 0 0

達成率 100.09% 97.75% 95.13% その他 0 0 0 0

単位 計画 88,814 84,973 82,857 82,810 - 県費 3,039,543 2,971,674 2,903,952 3,016,529

実績 84,973 82,857 82,810 事業費計 3,038,754 3,040,510 2,903,504

達成率 95.68% 97.51% 99.94% 国費 0 0 0 方向１

単位 計画 20,813,202 20,390,542 19,933,738 19,439,692 - その他 0 0 0 方向２

実績 19,931,000 19,435,215 18,952,860 県費 3,038,754 3,040,510 2,903,504 方向３

達成率 95.76% 95.31% 95.08% 人役 0.5 0.5 0.5

人件費 3,403 3,383 3,025

3 指標動向 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度
最終目標
（R?）

R元年度 R2年度 R3年度 R4年度
成果
動向

2成果低迷している
向上
余地

2一定の成果向上余
地あり

単位 計画 400000 400000 400000 430000 － 事業費計 210,916 220,099 239,126 221,300

実績 336530 191380 201290 国費 0 0 0 1,870

達成率 84.13% 47.85% 50.32% その他 0 0 0 0

単位 計画 317 317 － － － 県費 210,916 220,099 239,126 219,430

実績 318 291 251 事業費計 210,666 220,062 234,777

達成率 100.32% 91.80% - 国費 0 0 0 方向１

単位 計画 その他 0 0 0 方向２

実績 県費 210,666 220,062 234,777 方向３

達成率 - - - 人役 0.3 0.3 0.3

人件費 2,042 2,030 1,815

事業の概要

病児保育事業年間延べ利用人数について、少子化の影響に
より子どもの数が減少傾向にあること及び新型コロナウイルス
の影響による保護者の就職状況の変化や子どもの預け控え
が要因と推測される。

事業の概要

事業の概要

　児童手当法により、手当の支給に要する費用について、都
道府県の負担が規定されている。
　法により支給対象者、支給額及び都道府県の負担割合につ
いて規定されているため、成果向上の余地はない。

成果 ＋ ﾌﾛｰ
病児保育事業年間延べ利
用人数

人

指標種類2 指標名称2

活動

評
価

指標種類1 指標名称1

予
算

＋
このまま継続

ﾌﾛｰ
地域子育て支援拠点事業
数

　

活動 ＋ ﾌﾛｰ 病児保育事業数 か所

予算施策名 hf08 地域全体での子育て支援体制の確立と充実

指標名称3

評
価

か所
決
算 見

直
し
方
向
性

実施
期間

始期 終期

H27
予定・見込
があれば記

入

子ども・子育て支援法に基づき、市町が実施する「地域子ども・子育て支援事業」を支援し、子どもの健や
かな育ちの実現及び妊娠・出産期からの切れ目ない子育て支援の充実を図る。

指標種類3

子育て家庭支援事業費
コスト

（単位：千円）

児童手当制度実施事業費
コスト

（単位：千円）

指標種類3 指標名称1

予
算

成果 ＋ ﾌﾛｰ
受給世帯一世帯あたり年
間支給金額

円

指標種類2 指標名称2

活動 ＋ ﾌﾛｰ 支給世帯数 世帯
決
算 見

直
し
方
向
性

このまま継続

指標種類1 指標名称3 　

活動 ＋ ﾌﾛｰ 手当支給額 千円

実施
期間

始期 終期

S47
予定・見込
があれば記

入

 市町が給付する児童手当に対する県の負担金及び市町指導に要する経費である。

指標種類1 指標名称1

予
算

成果 ＋ ﾌﾛｰ 来園者数 人

指標種類2 指標名称2

活動 ＋ ﾌﾛｰ 開園日数 日
決
算

このまま継続

指標種類3 指標名称3 　

実施
期間

始期 終期

H10
予定・見込
があれば記

入

本県の次代を担う子どもの健全育成等を図るために設置しているえひめこどもの城を運営管理する指定
管理者に対する指定管理料等に要するもの。

えひめこどもの城運営費
コスト

（単位：千円）

評
価

見
直
し
方
向
性

「えひめこどもの城来園者数」については、新型コロナウイルス
感染症の影響で例年より実績が低くなった。
（予算の内容上終期がないため、最終目標は設定していな
い。）



4 指標動向 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度
最終目標
（R？）

R元年度 R2年度 R3年度 R4年度
成果
動向

3成果横ばい
向上
余地

1成果向上余地が小
さい

単位 計画 85 105 130 170 － 事業費計 100,796 249,208 110,969 54,563

実績 95 120 158 国費 9,995 118,264 10,500 10,500

達成率 111.76% 114.29% 121.54% その他 0 0 0 0

単位 計画 14096 14920 15319 15169 － 県費 90,801 130,944 100,469 44,063

実績 14539 15041 14514 事業費計 69,255 225,372 93,561

達成率 103.14% 100.81% 94.75% 国費 9,468 119,759 10,500 方向１

単位 計画 21 53 36 32 － その他 0 0 0 方向２

実績 17 53 32 県費 59,787 105,613 83,061 方向３

達成率 80.95% 100.00% 88.89% 人役 0.3 0.3 0.3

人件費 2,042 2,030 1,815

5 指標動向 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度
最終目標
（R5）

R元年度 R2年度 R3年度 R4年度
成果
動向

2成果低迷している
向上
余地

2一定の成果向上余
地あり

単位 計画 400000 400000 400000 430000 450000 事業費計 38,204 346,267 154,411 94,478

実績 336530 191380 201290 国費 14,998 186,405 140,165 34,500

達成率 84.13% 47.85% 50.32% その他 6,930 2,000 1,500 1,500

単位 計画 2 1 0 1 － 県費 16,276 157,862 12,746 58,478

実績 2 1 0 事業費計 37,544 179,061 134,158

達成率 100.00% 100.00% - 国費 14,824 177,061 123,289 方向１

単位 計画 0 0 1 3 － その他 6,930 2,000 6,500 方向２

実績 0 0 0 県費 15,790 0 4,369 方向３

達成率 - - 0.00% 人役 0.3 0.3 0.3

人件費 2,042 2,030 1,815

6 指標動向 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 最終目標 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度
成果
動向

2成果低迷している
向上
余地

2一定の成果向上余
地あり

単位 計画 1 1 1 1 － 事業費計 65,008 5,857 36,899 40,000

実績 0 1 1 国費 0 0 0 0

達成率 0.00% 100.00% 100.00% その他 56,678 5,857 36,899 40,000

単位 計画 3 0 2 1 － 県費 8,330 0 0 0

実績 3 0 1 事業費計 39,795 5,857 35,500

達成率 100.00% - 50.00% 国費 0 0 0 方向１

単位 計画 89 87 93 93 100 その他 31,465 5,857 35,500 方向２

実績 86 89 90 県費 8,330 0 0 方向３

達成率 96.63% 102.30% 96.77% 人役 0.2 0.2 0.2

人件費 1,362 1,354 1,210

7 指標動向 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度
最終目標
（R？）

R元年度 R2年度 R3年度 R4年度
成果
動向

2成果低迷している
向上
余地

2一定の成果向上余
地あり

単位 計画 500 500 500 500 － 事業費計 200 200 200 200

実績 352 50 55 国費 0 0 0 0

達成率 70.40% 10.00% 11.00% その他 0 0 0 0

単位 計画 40 40 40 40 － 県費 200 200 200 200

実績 22 22 22 事業費計 200 200 200

達成率 55.00% 55.00% 55.00% 国費 0 0 0 方向１

単位 計画 500 500 500 500 － その他 0 0 0 方向２

実績 352 50 55 県費 200 200 200 方向３

達成率 70.40% 10.00% 11.00% 人役 0.1 0.1 0.1

人件費 681 677 605

「えひめこどもの城来園者数」については、新型コロナウイルス
感染症の影響で計画を下回った。

学校設置者においては、学校施設の耐震化には多大な自己
負担が生じること、また、少子化による園児数の減少により経
営が厳しい状況にある園も多く、事業の着手が困難な環境に
あるものの、補助制度の活用等により耐震化率は徐々に向上
している。

新型コロナウイルス感染症の影響により、R3年度はオンライン
によって規模を縮小して開催した。最終目標については、団体
が開催する大会への補助であり、県が設定する性質ではな
い。

事業の概要

事業の概要

事業の概要

事業の概要

評
価

指標種類1 指標名称1

予
算

成果 ＋ ﾌﾛｰ 会員数 人

指標種類2 指標名称2

成果 ＋ ｽﾄｯｸ 団体数 団体
決
算

VYS大会補助金

S44
予定・見込
があれば記

入

昭和27年、子どもの幸福と社会の福祉向上をねらいとして、愛媛県で発足したVYS活動の定着と効果的な
普及を図るため、愛媛県VYS連合協議会が主催する大会運営費の一部を助成する。

指標種類3 指標名称3

活動 ＋ ﾌﾛｰ 更新施設数 施設

　

このまま継続

私立幼稚園耐震化促進事業費
コスト

（単位：千円）

評
価成果 ＋ ﾌﾛｰ 耐震補強工事棟数 棟

指標種類2 指標名称2

成果 ＋ ﾌﾛｰ 耐震改築工事棟数 棟
決
算 見

直
し
方
向
性

指標種類3 指標名称3

成果 ＋

えひめこどもの城施設整備費
コスト

（単位：千円）

評
価

指標種類1 指標名称1

予
算

実施
期間

始期 終期

R元
予定・見込
があれば記

入

老朽化が進むえひめこどもの城を、時代や社会のニーズに応じた魅力と機能を有した施設にするため、計
画的に施設の整備を行う。

成果 ＋ ﾌﾛｰ 来園者数 人

指標種類2 指標名称2

活動 ＋ ﾌﾛｰ 新規整備施設数 施設
決
算 見

直
し
方
向
性

　見
直
し
方
向
性

指標種類3 指標名称3

活動 ＋ ﾌﾛｰ
大会への参加者（団体）
数

人・
団体

実施
期間

始期 終期

このまま継続

指標種類1 指標名称1

予
算

実施
期間

始期 終期

Ｈ27

　

このまま継続

ｽﾄｯｸ
耐震化率（私立幼稚園等
の園舎）

％

Ｒ4
学校法人が県内に設置する、私立幼稚園の園舎、屋内運動場等の耐震対策事業に対して補助を行うこと
で、私立幼稚園の耐震化を促進し、生徒等の安全・安心を確保するとともに、私学経営の安定を図る。

コスト
（単位：千円）

実施
期間

始期 終期

S23
予定・見込
があれば記

入

児童福祉法に基づき、市町及び社会福祉法人等が実施する児童福祉施設等の整備に要する費用の一部
を補助することにより、児童等の福祉の向上を図る。

成果 ＋ ｽﾄｯｸ 施設整備箇所数（累計） 箇所

指標種類2 指標名称2

活動 ＋ ｽﾄｯｸ
登録児童数（放課後児童
クラブ）

人
決
算 見

直
し
方
向
性

このまま継続

指標種類3 指標名称3 　

活動 ＋ ﾌﾛｰ

児童福祉施設等整備事業費
コスト

（単位：千円）

評
価

指標種類1 指標名称1

予
算

対象児童定員数（児童養
護施設等）

人



8 指標動向 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度
最終目標
（R6）

R元年度 R2年度 R3年度 R4年度
成果
動向

3成果横ばい
向上
余地

2一定の成果向上余
地あり

単位 計画 － － 1407 1499 1800 事業費計 25,638 55,853 35,258 34,647

実績 1179 1275 1355 国費 11,435 39,263 19,077 18,625

達成率 - - 96.30% その他

単位 計画 － － 500 500 － 県費 14,203 16,590 16,181 16,022

実績 － － 683 事業費計 25,488 55,626 35,048

達成率 - - 136.60% 国費 11,435 39,252 27,553 方向１

単位 計画 － － 100 100 － その他 方向２

実績 － － 206 県費 14,053 16,374 7,495 方向３

達成率 - - 206.00% 人役 0.4 0.4 0.4

人件費 2,723 2,707 2,420

9 指標動向 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度
最終目標
（R4）

R元年度 R2年度 R3年度 R4年度
成果
動向

3成果横ばい
向上
余地

2一定の成果向上余
地あり

単位 計画 1.57 1.59 1.61 1.63 1.63 事業費計 24,752 20,661 29,002 32,294

実績 1.46 1.40 1.40 国費 23,226 18,605 26,978 30,270

達成率 92.99% 88.05% 86.96% その他 0 0 0 0

単位 計画 2 2 2 2 － 県費 1,526 2,056 2,024 2,024

実績 2 2 2 事業費計 9,208 12,504 16,770

達成率 100.00% 100.00% 100.00% 国費 7,682 10,450 16,770 方向１

単位 計画 13 13 11 15 － その他 0 0 0 方向２

実績 13 10 14 県費 1,526 2,054 0 方向３

達成率 100.00% 76.92% 127.27% 人役 0.1 0.1 0.1

人件費 681 677 605

10 指標動向 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度
最終目標
（R6）

R元年度 R2年度 R3年度 R4年度
成果
動向

4成果順調である
向上
余地

2一定の成果向上余
地あり

単位 計画 14000 16000 18000 20000 24000 事業費計 2,484 2,364 2,364 2,753

実績 14321 16349 23327 国費 0 0 0

達成率 102.29% 102.18% 129.59% その他 360 240 240 240

単位 計画 2000 2000 2000 2000 － 県費 2,124 2,124 2,124 2,513

実績 1950 2028 6978 事業費計 2,121 2,124 2,124

達成率 97.50% 101.40% 348.90% 国費 0 0 0 方向１

単位 計画 その他 0 0 0 方向２

実績 県費 2,121 2,124 2,124 方向３

達成率 - - - 人役 0.3 0.3 0.3

人件費 2,042 2,030 1,815

11 指標動向 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度
最終目標
（R4）

R元年度 R2年度 R3年度 R4年度
成果
動向

3成果横ばい
向上
余地

1成果向上余地が小
さい

単位 計画 1.57 1.59 1.61 1.63 1.63 事業費計 149,233 145,513 132,724 117,700

実績 1.46 1.40 1.40 国費 0 0 0 0

達成率 92.99% 88.05% 86.96% その他 30,000 30,000 30,000 15,000

単位 計画 5048 4936 － － － 県費 119,233 115,513 102,724 102,700

実績 4654 4413 4,448 事業費計 141,316 125,805 121,703

達成率 92.19% 89.40% - 国費 0 0 0 方向１

単位 計画 その他 33,111 33,391 23,879 方向２

実績 県費 108,205 92,414 97,824 方向３

達成率 - - - 人役 0.2 0.2 0.2

人件費 1,362 1,354 1,210

　本県ならではの強みを生かした官民協働による事業であり、
利用者を対象としたアンケートにおいても非常に好評を得てい
る。少子化対策には長期的な取組みが必要であり、県として
「子育てに優しい環境づくり」を進めるうえで、今後も継続的な
実施が求められる。

　利用店舗の増加など、利用者の利便性を向上させていくとと
もに、経済的負担軽減による第２子以降の出生数増加や県外
からの子育て世代の移住促進にも繋がるよう、事業のPRに努
める。

事業の概要

事業の概要

事業の概要

事業の概要
実施
期間

始期 終期

Ｈ29
予定・見込
があれば記

入

県、市町及び県内紙おむつ生産企業が連携して、第２子以降の出生時に紙おむつ購入に係る経済的支
援を行い、子育てを応援する。

成果 ＋ ﾌﾛｰ 合計特殊出生率 ％

指標種類2 指標名称2

成果 ＋ ﾌﾛｰ 愛顔っ子応援券交付世帯 世帯
決
算 見

直
し
方
向
性

このまま継続

指標種類3 指標名称3 　

実施
期間

始期 終期

H27 R6
結婚から出産、子育てまでの切れ目ない支援を実施するため、子育て応援スマホアプリを活用してバー
チャル上のワンストップ相談体制を構築し、総合的な子育て支援、少子化対策を図る。

活動 ＋ ﾌﾛｰ
子育て応援アプリスマホ
ダウンロード数

件
決
算 見

直
し
方
向
性

このまま継続

指標種類3 指標名称3 　

愛顔の子育て応援事業費
コスト

（単位：千円）

評
価

子育てワンストップサポート推進事業費
コスト

（単位：千円）

評
価

指標種類1 指標名称1

予
算

事業

決
算 見

直
し
方
向
性

指標種類1 指標名称1

予
算

終期

H26

成果 ＋ ｽﾄｯｸ
子育て応援アプリスマホ
ダウンロード数（累計）

件

指標種類2 指標名称2

見
直
し
方
向
性

このまま継続

指標種類3 指標名称3 　

活動

成果 ＋ ﾌﾛｰ 合計特殊出生率 ％

指標種類2 指標名称2

活動 ＋ ﾌﾛｰ 県事業数 事業

実施
期間

始期

＋ ﾌﾛｰ

このまま継続

指標種類3 指標名称3 　

活動 ＋ ﾌﾛｰ

実施
期間

始期 終期

H20 R5
少子化の主たる要因である未婚化・晩婚化に対応するため、えひめ結婚支援センターにおいて、結婚支援
イベントの開催や、個別のお引合せ（お見合い事業）等を通じて、結婚を希望する未婚の男女へ出会いの
場を提供して、結婚を支援する。

予定・見込
があれば記

入

地域少子化対策重点推進交付金を財源として、少子化問題に対応するため、結婚に対する取組や子育て
に温かい社会づくり・機運の醸成の取組を実施することにより、少子化に歯止めをかけるほか、安心して生
み育てることができる環境づくりを推進する。

指標種類1 指標名称1

予
算

センター県外新規会員登
録数

人

地域少子化対策強化事業費
コスト

（単位：千円）

評
価

指標種類1 指標名称1

予
算

市町事業数

成果 ＋ ｽﾄｯｸ 成婚報告数 組

指標種類2 指標名称2

活動 ＋ ﾌﾛｰ
センター20代新規会員登
録数

組
決
算

えひめ結婚支援センター運営事業費
コスト

（単位：千円）

評
価



12 指標動向 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度
最終目標
（R？）

R元年度 R2年度 R3年度 R4年度
成果
動向

4成果順調である
向上
余地

2一定の成果向上余
地あり

単位 計画 10000 10000 10000 － 事業費計 0 9,282 7,500 7,420

実績 19666 23350 国費 3,501 3,110 3,110

達成率 - 196.66% 233.50% その他 0 0 0

単位 計画 10 15 20 － 県費 5,781 4,390 4,310

実績 11 15 事業費計 0 9,267 6,925

達成率 - 110.00% 100.00% 国費 3,493 3,419 方向１

単位 計画 その他 0 0 方向２

実績 県費 5,774 3,506 方向３

達成率 - - - 人役 0.4 0.4

人件費 2,707 2,420

13 指標動向 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度
最終目標
（R？）

R元年度 R2年度 R3年度 R4年度
成果
動向

4成果順調である
向上
余地

2一定の成果向上余
地あり

単位 計画 6 7 8 － 事業費計 0 15,914 15,893 16,126

実績 6 6 国費 0 0 2,000

達成率 - 100.00% 85.71% その他 15,914 15,893 14,126

単位 計画 10 15 20 － 県費 0 0

実績 11 15 事業費計 0 13,031 10,181

達成率 - 110.00% 100.00% 国費 0 0 方向１

単位 計画 その他 13,031 10,181 方向２

実績 県費 0 0 方向３

達成率 - - - 人役 0.4 0.4

人件費 2,707 2,420

14 指標動向 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度
最終目標
（R？）

R元年度 R2年度 R3年度 R4年度
成果
動向

3成果横ばい
向上
余地

2一定の成果向上余
地あり

単位 計画 1400 1500 1658 1800 － 事業費計 3,175 3,175 3,200 3,200

実績 1300 1458 1602 国費 1,587 1,587 1,599 1,599

達成率 92.86% 97.20% 96.62% その他 0 0 0 0

単位 計画 2 1 1 1 － 県費 1,588 1,588 1,601 1,601

実績 2 1 1 事業費計 3,113 3,115 3,115

達成率 100.00% 100.00% 100.00% 国費 1,556 1,557 1,557 方向１

単位 計画 600 500 500 500 － その他 0 0 0 方向２

実績 379 287 295 県費 1,557 1,558 1,558 方向３

達成率 63.17% 57.40% 59.00% 人役 0.3 0.3 0.3

人件費 2,042 2,030 1,815

15 指標動向 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度
最終目標
（R？）

R元年度 R2年度 R3年度 R4年度
成果
動向

3成果横ばい
向上
余地

2一定の成果向上余
地あり

単位 計画 39 39 39 39 － 事業費計 64,623 60,813 61,000 61,358

実績 42 28 31 国費 30,307 28,680 28,628 34,678

達成率 107.69% 71.79% 79.49% その他 0 0 0 0

単位 計画 250 250 250 250 － 県費 34,316 32,133 32,372 26,680

実績 164 149 221 事業費計 44,927 39,464 42,222

達成率 65.60% 59.60% 88.40% 国費 17,502 17,938 15,500 方向１

単位 計画 1063 1096 1209 1336 － その他 0 0 0 方向２

実績 1001 1114 1241 県費 27,425 21,526 26,722 方向３

達成率 94.17% 101.64% 102.65% 人役 0.3 0.3 0.3

人件費 2,042 2,030 1,815

活動

放課後児童支援員等資質
向上研修の参加者数

事業の概要

事業の概要

事業の概要

寄附額については、ファンドやファンド活用事業の認知拡大も
あり、計画以上の寄附が寄せられたと思料。えひめ子どもサ
ポート事業についても、計画どおりの団体数を支援。

今後もファンドの認知拡大に努めるほか、ファンドへの寄附を
活用した子育て支援団体の支援も積極的に実施。

R3年度において、ファンドを活用した子育て支援事業数が計
画より少なくなっているが、新型コロナ感染拡大により、R4年
度に延期したもの。

今後も市町等と連携しながら、地域の実情に応じた子育て支
援事業を実施。

共働き家庭の増加等により放課後児童クラブへの需要は高
まっている。本研修は、放課後児童クラブ受入れ可能児童数
の増及び放課後児童支援員認定者の増に寄与している。

子どもの愛顔応援ファンド活用事業費
コスト

（単位：千円）

このまま継続

放課後児童支援員認定資
格認定者数

人

指標種類2 指標名称2

＋

活動 ＋ ﾌﾛｰ
保育士就学資金貸付対象
者

人

指標種類2 指標名称2

活動 ＋ ﾌﾛｰ 子育て支援員研修修了者 人
決
算 見

直
し
方
向
性

指標種類3 指標名称3

成果 ＋ ｽﾄｯｸ
県保育士・保育所支援センター
に登録している潜在保育士数 人

　

保育士確保を図るため、保育士・保育所支援センターの運営や、保育士資格取得を目指す者への受講料
等の支援、保育士を目指す学生への資金貸付等を行うほか、保育の質の向上を図るため、保育士や子育
て支援員を対象とした研修を実施する。

このまま継続

事業の概要

保育士等の採用は、最終的には保育所等の設置者の判断に
よることとなるが、県としては、修学資金の貸付や子育て支援
員研修、県保育士・保育所支援センターの有効活用の周知等
に継続して取り組んでおり、R3年度は各指標とも前年度を上
回った。

成果 ＋ ﾌﾛｰ
ファンドを活用した子育
て支援事業数

事業

指標種類2 指標名称2

活動 ＋ ﾌﾛｰ
えひめ子どもサポート事
業で支援した団体数

団体
決
算 見

直
し
方
向
性

指標種類3 指標名称3 　

このまま継続

評
価

指標種類1 指標名称1

予
算

実施
期間

始期 終期

Ｒ2
予定・見込
があれば記

入

子どもの愛顔応援ファンドを活用して市町や企業と連携した子育て支援事業を実施し、社会全体で子育て
を支援する機運の醸成を図る。

放課後児童支援員等研修事業費
コスト

（単位：千円）

評
価

指標種類1

成果 ＋ ｽﾄｯｸ

指標名称1

予
算

ﾌﾛｰ
放課後児童支援員認定資
格研修の開催回数

回

指標名称3

活動 ＋ ﾌﾛｰ

実施
期間

始期 終期

H25
予定・見込
があれば記

入

児童福祉法に基づき、放課後児童健全育成事業に携わる放課後児童支援員等に対して必要な研修を実
施することにより、児童の健全な育成を図る。

保育対策総合支援事業費
コスト

（単位：千円）

評
価

　

指標種類1 指標名称1

予
算

実施
期間

始期 終期

Ｈ27
予定・見込
があれば記

入

決
算 見

直
し
方
向
性

指標種類3

人

実施
期間

始期 終期

Ｒ2
予定・見込
があれば記

入

子どもの愛顔応援ファンドを推進するため、県及び市町からの負担金を活用し、継続的な寄附募集やファ
ンドを活用した事業のＰＲ等を行うことで、社会全体で子育てを支援する機運の醸成を図る。

＋ ﾌﾛｰ
えひめ子どもサポート事
業で支援した団体数

団体
決
算

このまま継続

　

子どもの愛顔応援ファンド推進事業費
コスト

（単位：千円）

評
価

指標種類1 指標名称1

予
算

成果 ＋ ﾌﾛｰ
子どもの愛顔応援ファン
ドへの寄附額

千円

指標種類2 指標名称2

活動

見
直
し
方
向
性

指標種類3 指標名称3



16 指標動向 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度
最終目標
（R5）

R元年度 R2年度 R3年度 R4年度
成果
動向

2成果低迷している
向上
余地

2一定の成果向上余
地あり

単位 計画 400000 400000 430000 450000 事業費計 0 12,441 15,336 12,751

実績 191380 201290 国費 6,220 7,620 6,328

達成率 - 47.85% 50.32% その他 0 0 0

単位 計画 75 75 75 － 県費 6,221 7,716 6,423

実績 48.1 67.3 事業費計 0 12,434 15,134

達成率 - 64.13% 89.73% 国費 6,217 6,000 方向１

単位 計画 50 50 50 － その他 0 0 方向２

実績 65.4 61.5 県費 6,217 9,134 方向３

達成率 - 130.80% 123.00% 人役 0.4 0.4

人件費 2,707 2,420

17 指標動向 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度
最終目標
（R？）

R元年度 R2年度 R3年度 R4年度
成果
動向

3成果横ばい
向上
余地

2一定の成果向上余
地あり

単位 計画 188449 191012 193578 195798 － 事業費計 1,019,124 998,079 1,036,549 1,037,616

実績 188449 191012 193578 国費 177,371 178,934 210,987 234,002

達成率 100.00% 100.00% 100.00% その他 0 0 0 0

単位 計画 255432 215843 259060 256598 － 県費 841,753 819,145 825,562 803,614

実績 215843 259060 256598 事業費計 1,018,508 988,383 1,000,704

達成率 118.34% 83.32% 100.96% 国費 179,875 174,518 214,331 方向１

単位 計画 その他 0 0 0 方向２

実績 県費 838,633 813,865 786,373 方向３

達成率 - - - 人役 0.3 0.3 0.3

人件費 2,042 2,030 1,815

18 指標動向 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度
最終目標
（R？）

R元年度 R2年度 R3年度 R4年度
成果
動向

3成果横ばい
向上
余地

2一定の成果向上余
地あり

単位 計画 70 70 70 70 － 事業費計 90,560 83,055 79,405 78,410

実績 70 67 70 国費 45,280 41,527 39,702 39,205

達成率 100.00% 95.71% 100.00% その他 0 0 0 0

単位 計画 350 350 350 350 － 県費 45,280 41,528 39,703 39,205

実績 248 198 217 事業費計 71,855 63,815 59,795

達成率 70.86% 56.57% 62.00% 国費 35,927 31,457 29,897 方向１

単位 計画 その他 0 0 0 方向２

実績 県費 35,928 32,358 29,898 方向３

達成率 - - - 人役 0.3 0.3 0.3

人件費 2,042 2,030 1,815

19 指標動向 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度
最終目標
（R？）

R元年度 R2年度 R3年度 R4年度
成果
動向

3成果横ばい
向上
余地

1成果向上余地が小
さい

単位 計画 19 17 16 14 － 事業費計 5,511 5,069 4,427 4,272

実績 8 6 5 国費 0 0 0 0

達成率 42.11% 35.29% 31.25% その他 0 0 0 0

単位 計画 20 20 20 20 － 県費 5,511 5,069 4,427 4,272

実績 7 5 5 事業費計 1,861 2,092 1,365

達成率 35.00% 25.00% 25.00% 国費 0 0 0 方向１

単位 計画 その他 0 0 0 方向２

実績 県費 1,861 2,092 1,365 方向３

達成率 - - - 人役 0.1 0.1 0.1

人件費 681 677 605

本事業は、私立学校の経営の安定化と保護者負担の軽減を
図るために、園運営費の補助を行っている。校納金の水準は
全国平均を下回っており、学校経営の安定化と保護者負担の
軽減に寄与している。

平成27年度に子ども・子育て支援新制度施行され、私立幼稚
園も徐々に新制度への移行が進んでおり、経過措置はあるも
のの移行園は原則補助対象外となることから実績は逓減して
いる。

新制度移行園は経過措置はあるものの原則補助対象外とさ
れているが、経過措置を理由に依然として新制度移行園の本
事業実施数が一定数存在している。国が本取扱いの見直しを
検討しており、動向を注視している。

このまま継続

効率性改善

　

このまま継続

私立幼稚園子育て総合支援事業費
コスト

（単位：千円）

評
価

「えひめこどもの城来園者数」については、新型コロナウイルス
感染症の影響で計画を下回った。

　

指標種類1 指標名称1

予
算

コスト低減

実施
期間

始期 終期

Ｈ16
予定・見込
があれば記

入

預かり保育を実施するとともに、保護者に対する子育て相談や園舎･園庭の開放などの子育て支援を併せ
て実施する私立幼稚園に対し補助することにより、私立幼稚園における総合的な子育て支援の拠点として
の取組を促進する。

実施
期間

始期 終期

S37
予定・見込
があれば記

入

児童福祉施設等の職員が出産又は傷病のため休業する場合の代替職員に係る人件費を補助し、職員の
身体の保護と児童等の適切な処遇を確保するもの。

活動 ＋ ﾌﾛｰ

事業の概要

事業の概要

見
直
し
方
向
性

見直し（拡大・縮小・執行方法の改善等）

指標種類3 指標名称3

産休等代替職員設置事業費
コスト

（単位：千円）

評
価

代替の必要な産休又は病
休職員数

人

指標種類2 指標名称2

活動 ＋ ﾌﾛｰ 本制度利用施設数 施設
決
算 見

直
し
方
向
性

指標種類3 指標名称3

指標種類1 指標名称1

予
算

実施
期間

始期 終期

Ｓ45
予定・見込
があれば記

入

私立幼稚園においては園児数の減少などにより、その運営はきわめて厳しく、公立幼稚園との保護者負
担の格差は依然として大きいため、経営の安定化と保護者負担の軽減を図るため、運営費を助成する。

成果 ＋ ﾌﾛｰ 補助対象園数 園

指標種類2 指標名称2

成果 ＋ ﾌﾛｰ 補助対象事業実施数 事業
決
算

指標種類2 指標名称2

成果 － ﾌﾛｰ
私立幼稚園の授業料平均
額

円
決
算 見

直
し
方
向
性

このまま継続

指標種類3 指標名称3 　

事業の概要

指標種類2 指標名称2

成果 ＋ ﾌﾛｰ
ジップラインを知ってい
る県民の割合

％
決
算 見

直
し
方
向
性

指標種類3 指標名称3

成果

事業の概要

成果 ＋ ﾌﾛｰ
幼稚園の園児一人当たり
の補助単価

円

指標種類1 指標名称1

予
算

実施
期間

始期 終期

R2 R5
「えひめこどもの城魅力向上戦略」に基づき、とべもりエリアを一体的に活用する事業の開催により、来園
者の年齢層、集客地域の拡大を図るとともに、デジタルマーケティングの手法を活用した広報を強化し、県
内外から継続的に集客する仕組みを構築する。

私立幼稚園運営費補助金
コスト

（単位：千円）

評
価

指標種類1 指標名称1

予
算

＋ ﾌﾛｰ
ジップラインで遊びたい
県民の割合

％

成果 ＋ ﾌﾛｰ
えひめこどもの城来園者
数

人

えひめこどもの城魅力向上推進事業費
コスト

（単位：千円）

評
価



20 指標動向 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度
最終目標
（R？）

R元年度 R2年度 R3年度 R4年度
成果
動向

3成果横ばい
向上
余地

2一定の成果向上余
地あり

単位 計画 150 150 150 150 － 事業費計 6,693 9,562 10,322 13,689

実績 138 90 85 国費 3,709 4,709 5,117 6,776

達成率 92.00% 60.00% 56.67% その他 0 0 0 3,624

単位 計画 350 350 350 350 － 県費 2,984 4,853 5,205 3,289

実績 432 681 808 事業費計 5,159 8,836 9,095

達成率 123.43% 194.57% 230.86% 国費 2,491 4,526 4,901 方向１

単位 計画 350 350 350 350 － その他 8 0 0 方向２

実績 432 453 48 県費 2,660 4,310 4,194 方向３

達成率 123.43% 129.43% 13.71% 人役 0.4 0.4 0.4

人件費 2,723 2,707 2,420

21 指標動向 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度
最終目標
（R？）

R元年度 R2年度 R3年度 R4年度
成果
動向

3成果横ばい
向上
余地

1成果向上余地が小
さい

単位 計画 18647 19158 19589 20025 － 事業費計 3,744 3,463 3,364 0

実績 18394 18849 19309 国費 0 0 0 －

達成率 98.64% 98.39% 98.57% その他 3,744 3,463 3,364 －

単位 計画 848 764 740 716 － 県費 0 0 0 －

実績 595 455 460 事業費計 2,601 2,111 2,085

達成率 70.17% 59.55% 62.16% 国費 0 0 0 方向１

単位 計画 その他 2,601 2,111 2,085 方向２

実績 県費 0 0 0 方向３

達成率 - - - 人役 0.1 0.1 0.1

人件費 681 677 605

22 指標動向 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度
最終目標
（R？）

R元年度 R2年度 R3年度 R4年度
成果
動向

3成果横ばい
向上
余地

2一定の成果向上余
地あり

単位 計画 35 30 30 30 － 事業費計 1,529 1,529 1,529 1,529

実績 40 22 24(R4.6月時点） 国費 0 0 0 0

達成率 114.29% 73.33% - その他 0 0 0 0

単位 計画 3 2 2 2 － 県費 1,529 1,529 1,529 1,529

実績 3 1 2 事業費計 876 94 214

達成率 100.00% 50.00% 100.00% 国費 0 0 0 方向１

単位 計画 その他 0 0 0 方向２

実績 県費 876 94 214 方向３

達成率 - - - 人役 0.3 0.3 0.3

人件費 2,042 2,030 1,815

23 指標動向 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度
最終目標
（R？）

R元年度 R2年度 R3年度 R4年度
成果
動向

3成果横ばい
向上
余地

2一定の成果向上余
地あり

単位 計画 0 0 0 0 事業費計 0 286,382 49,087 101,328

実績 0 39 国費 286,382 49,087 101,328

達成率 - - - その他 0 0 0

単位 計画 252 252 232 232 県費 0 0 0

実績 140 155 事業費計 0 277,085 48,755

達成率 - 55.56% 61.51% 国費 277,085 48,755 方向１

単位 計画 その他 0 0 方向２

実績 県費 0 0 方向３

達成率 - - - 人役 0.2 0.3

人件費 1,354 1,815

統合

　令和４年度から、「保育行政・保育所指導費」の予算事項に
統合。

保育行政・保育所指導費

事業の概要

保育所等のような通所施設では、家庭等からの感染の持ち込
みの可能性が常にある中で、施設内での感染拡大の防止を
目的とした当事業を活用する施設数は増加している。

新型コロナウイルスは、感染力の強い変異株が次々と発生し
ており、引き続き警戒が必要な状況が続いていることから、当
事業を継続して実施する。

指標名称3 　

児童福祉施設等における感染拡大防止を図るため、マスク・消毒液等の衛生用品購入経費の補助や、ひ
とり親家庭、児童虐待・DV対策等の相談支援体制強化など、各種の総合的な対策を行う。

見
直
し
方
向
性

このまま継続

指標種類3

実施
期間

始期 終期

R2 R4

児童福祉施設等感染拡大防止対策支援事業費
コスト

（単位：千円）

評
価

事業の概要

指標種類1 指標名称1

予
算

実施
期間

始期 終期

H26 R6
子ども・子育て支援法に基づき、教育・保育の提供体制の確保及び地域子ども・子育て支援事業の計画を
策定し、次代を担う子ども達が健やかに成長するための良質な成育環境を保障する。

成果 0 ﾌﾛｰ
クラスターが発生した保
育所等の数

施設

指標種類2 指標名称2

活動 ＋ ﾌﾛｰ
衛生用品の購入補助施設
数（直営施設含む）

施設
決
算

事業の概要

事業の概要

＋ ﾌﾛｰ
子ども・子育て会議開催
数

回
決
算 見

直
し
方
向
性

このまま継続

指標種類3 指標名称3 　

予定・見込
があれば記

入

各市町の保育行政の助言、指導を行うとともに、各地方局に保育所保育指導専門職員を１名ずつ配置し、
保育所等の職員の指導、研修等を行うことにより保育内容の維持・向上を図り、児童の健全育成を促進す
る。

実施
期間

始期 終期

H15
予定・見込
があれば記

入

保育士となるには、都道府県に備える保育士登録簿に氏名等の登録を受けなければならず、当該登録事
務（登録証の交付等）については、全都道府県が登録事務処理センターと委託契約を行っており、これに
要する委託経費及び事務経費。（令和４年度から保育行政・保育所指導費と統合）

成果 ＋ ｽﾄｯｸ 保育士登録者累計数 件

指標種類2 指標名称2

活動 ＋ ﾌﾛｰ 保育士登録申請件数 件

指標種類1 指標名称1

予
算

保護者等への保育思想の
普及啓発等件数

件

保育士登録事業費
コスト

（単位：千円）

評
価

指標種類1 指標名称1

予
算

活動 ＋ ﾌﾛｰ
保育所等の職員の研修指
導件数

件

指標種類2 指標名称2

活動 ＋ ﾌﾛｰ
保育所等における改善を要
する保育内容の指導件数

件

コスト
（単位：千円）

評
価

決
算 見

直
し
方
向
性

このまま継続

指標種類3 指標名称3 　

活動 ＋ ﾌﾛｰ

決
算 見

直
し
方
向
性

指標種類3 指標名称3 　

実施
期間

始期 終期

S48

子ども・子育て支援推進事業費
コスト

（単位：千円）

評
価

指標種類1 指標名称1

予
算

成果 ＋ ﾌﾛｰ
次世代育成支援行動計画
の目標達成指標数

項目

指標種類2 指標名称2

活動



４－２　事務事業管理シート（評価対象外事業） hf08

1 R元年度 R2年度 R3年度 R4年度 R元年度 R2年度 R3年度

事業費計 0 0 5067 0 事業費計 0 0 1,418

国費 5067 国費 1,418

その他 0 その他 0

県費 0 県費 0

0.1

605

予算施策名 地域全体での子育て支援体制の確立と充実

評価対象外の理由

予
算

決
算

単年度事業

評価対象外その他の理由（記述）

人役

人件費

子ども食堂開催支援事業費
コスト

（単位：千円）
コスト

（単位：千円）


